（様式1）
企画提案参加申込書

令和　　年　　月　　日

山形県知事　吉村 美栄子　殿

住　　　　所

商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　
　「山形県総合防災情報システム（仮称）整備に向けた基本構想策定等支援業務」に係る企画提案の選定について、参加希望を表明します。
応募資格要件につきましては、次のとおり事実に相違ないことを誓約します。

なお、参加資格の確認のため、山形県が山形県警察本部に照会することについて承諾します。
	要件
	応募資格要件
	記入欄

	１
	地方自治体における防災情報システム又はこれに類するシステム（災害時の情報収集・共有・配信又は関係機関連携を伴うものをいう。）に関する基本構想、実施方針または要件定義（同等の上流工程を含む）策定に係る業務を受託し、適切に履行した実績があること。共同企業体が応募する場合、いずれかの構成員が当該要件を満たす実績があること
	適　・　否

	２
	地方自治法施行令(昭和22年政令第16号)第167条の４第１項の規定に該当しないこと
	適　・　否

	３
	都道府県税（当該都道府県税に付帯する税外収入を含む。）及び消費税を滞納していないこと
	適　・　否

	４
	雇用保険、健康保険、厚生年金保険等の社会保険に加入していること（加入する義務のないものを除く。）
	適　・　否

	５
	山形県競争入札参加資格者指名停止要綱に基づく指名停止措置を受けていないこと
	適　・　否

	６
	宗教活動や政治活動を主たる目的とする者でないこと
	適　・　否

	７
	次のいずれにも該当しないこと。
ア　役員等（企画提案者が個人である場合にはその者を、企画提案者が法人である場合にはその役員又はその支店若しくは契約を締結する事務所の代表者をいう。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者であると認められること
イ　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められること
ウ　役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用する等したと認められること
エ　役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められること
オ　役員等が暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると認められること
	適　・　否

	８
	会社更生法（平成14年法律第154号）、民事再生法（平成11年法律第225号）の規定に基づく更正及び再生手続きを行っていない者
	適　・　否

	９
	共同企業体が応募する場合は、当該共同企業体のすべての構成員が１から８までの要件をすべて満たすほか、次に掲げる要件をすべて満たす者であること
ア　共同企業体の適当な名称を選定し、代表となる法人等を選定すること
イ　当該共同企業体の構成員が、他の共同企業体の構成員として又は単独で応募していないこと
	適　・　否


※　記入欄の該当する項目を○で囲むこと。
	担当者所属・職・氏名
	

	連絡先
	電話／FAX
	

	
	E-Mail
	


（様式２）

事業者概要書
	事業者名

（代表者職氏名）
	（　　　　　　　　　　　　　       　　　　　　　　）

	所 在 地
	

	設立年月
	

	資 本 金
	

	社 員 数
	　

	山形県内の
事業所等

（名　称）
	１　有　・　２　無　（いずれかを○で囲むこと）

（　　　　　　　　　　　　　            　　　　　　　）

	主要業務
	

	地方自治体における
類似業務の契約実績
	


※１　「地方自治体における類似業務の契約実績」については、①契約の相手方、②業務名称、③業務内容、④契約金額、⑤契約期間を記載すること。記載内容により、適宜、様式を調整すること。多数ある場合は、最大３つを記載すること。また、記載内容を証明できる書類の写し（契約書（仕様書含む）等）を添付すること。

※２　会社概要等がわかるパンフレット等を添付すること。

※３　法人の履歴事項全部証明書（提出日において発行の日から３箇月以内のもの）、定款又は寄付行為、役員名簿、直近の決算書を添付すること。

※４　都道府県税（当該都道府県税に附帯する税外収入を含む。）並びに消費税及び地方消費税の滞納がないことを証明する書類（非課税のものを除く。）を添付すること。

ア　都道府県税　本社所在地の都道府県に収めるべき税に未納の徴収金（納期限が到来していないものを除く。）がない旨の証明書（公的機関が発行する直近の証明書。提出日において発行の日から３箇月以内のもの。）

イ　消費税及び地方消費税　消費税及び地方消費税の納税証明書（本社所在地管轄の税務署が発行する直近１年間の証明書。提出日において発行の日から３箇月以内のもの。）

※５　社会保険・労働保険加入状況一覧表及び社会保険・労働保険の加入状況を確認できる書類

※６　上記３～５については、山形県財務規則（昭和39年３月県規則第９号）第125条第５項に定める競争入札参加資格者名簿に登載されている者は、提出する必要はない。

※７　上記３～５に定める各種証明書等については、複写したものでも差し支えない。
（様式第２－２）
共同企業体構成表
令和　年　月　日
	共同企業体の名称
	

	代表団体
	法人・団体名
	

	
	所在地
	〒



	
	代表者職氏名
	

	
	主に担当する業務
	

	構成団体Ａ
	法人・団体名
	

	
	所在地
	〒



	
	代表者職氏名
	

	
	主に担当する業務
	

	構成団体Ｂ
	法人・団体名
	

	
	所在地
	〒



	
	代表者職氏名
	

	
	主に担当する業務
	


（注）共同企業体を構成し、応募する場合は提出すること（一部業務の委託先等で共同企業体を構成しない場合は提出不要）。構成団体の数に応じて欄を追加すること。
（様式３）
令和　　年　　月　　日
企　画　提　案　書
　　山形県知事　吉村 美栄子　殿
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　
　山形県総合防災情報システム（仮称）整備に向けた基本構想策定等支援業務に係る企画提案書を提出します。
記
１　企画提案内容（任意様式）
· Ａ４縦置きで別紙「記載事項」を網羅すること。

· 以下の項目については可能な限り具体的に記述し、記載内容から業務内容をイメージできるようにすること。
「１ 業務実施方針」「５ 実態把握手法」「６ 関係機関との合意形成」
２　経費見積書（様式４）
	担当者の職・氏名
	

	連 絡 先
	郵便番号・住所
	

	
	電話番号
	

	
	FAX番号
	

	
	E-mail
	


　別紙　
山形県総合防災情報システム（仮称）整備に向けた基本構想策定等支援業務
企画提案書に必要な記載事項
	No.
	項目
	記載事項

	１
	業務実施方針
	本業務の実施に当たっての基本的な考え方、方針等を記載してください。（業務計画、成果目標等）
· 地方自治体への提案にあたり、配慮していることや心掛けていること等があれば、併せて記載してください。

	２
	業務実施体制
	人員体制、技術者の配置等について記載してください。
· 責任者、事務担当者等を組織図と併せて記載するとともに、業務遂行のための実施体制を具体的に記入してください。
· 事業を効果的に実施するための認定や資格等について、企業が有する場合や有する担当者を配置する場合は、記載してください。

	３
	業務スケジュール
	契約予定日を令和８年６月１日と仮定し、委託期間終了までの想定スケジュールを記入してください。

	４
	機密保持
	発注者資料の受領、保管、持出し、第三者提供、廃棄・返却に関する標準的な手順（各工程の責任者、アクセス管理・暗号化等の保護措置、承認・記録方法、契約終了時の消去・返却証跡を含む）を記載してください。

	５
	実態把握手法
	現行システムが抱える運用上の課題等について、現在検討している実態把握のための手法について具体的に記載してください。
· 関係機関が多岐に渡るため、限られた期間の中で効率的に進める必要があります。

	６
	関係機関との合意形成
	現行システムは、県庁内の関係部局のみならず、市町村、消防本部、国の防災関連機関等、複数の機関に配布・利用されています。特に市町村は災害時の被害情報入力等の重要な役割を担っているため、本システムの新規整備に際しては、市町村を含む関係機関との十分な合意形成が必要です。現在検討している市町村との合意形成のフローについて記載してください。

	７
	提案者の強み
	本業務の実施にあたり、御社が有する強みを記載してください。また、発注者が得られる恩恵についても併せて記載してください。

	８
	経費見積
	本事業の実施に当たり必要となる経費を見積もり、見積価格を記載してください。


（様式４）
令和　　年　　月　　日
経　費　見　積　書
　　山形県知事　吉村 美栄子　殿
　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　
　山形県総合防災情報システム（仮称）整備に向けた基本構想策定等支援業務について、下記のとおり見積りします。
記
	件名
	山形県総合防災情報システム（仮称）整備に向けた基本構想策定等支援業務

	見積価格
	　　　　　　　　　　　　　円

	消費税及び地方消費税額
	　　　　　　　　　　　　　円

	見積金額合計
	　　　　　　　　　　　　　円


発行責任者及び担当者
（１）発行責任者（※代表取締役、支店長・営業所長など権限の委任を受けた役職員を指します）
（職名）　　　　　　　（氏名）　　　　　　　（連絡先電話番号）
（２）担当者（※（１）と同一人物の場合は、同上と記載ください）
（職名）　　　　　　　（氏名）　　　　　　　（連絡先電話番号）
（注）消費税及び地方消費税の税率は10％とすること。
本様式と合わせ、見積価格の積算の詳細を添付すること（様式任意）。
（様式５）

令和　　年　　月　　日

質　問　書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　
　山形県総合防災情報システム（仮称）整備に向けた基本構想策定等支援業務に係る企画提案について、次の項目を質問します。
	番号
	資料名
該当頁
	質問事項

	１
	
	

	２
	
	

	３
	
	


（注）欄が不足する場合は、適宜追加すること。
	担当者の職・氏名
	

	連 絡 先
	郵便番号・住所
	

	
	電話番号
	

	
	FAX番号
	

	
	E-mail
	


（様式６）

令和　　年　　月　　日

企画提案辞退届
山形県知事　吉村 美栄子　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業者名　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　
	担　当　者　連　絡　先

	氏　　　　　名
	

	所　　　　　属
	

	住　　　　　所
	

	電　話　番　号
	

	電子メールアドレス
	


　　令和　年　月　日付けで 山形県総合防災情報システム（仮称）整備に向けた基本構想策定等支援業務 に係る企画提案参加申込書を提出したところですが、都合により参加を辞退します。

